
日経産業新聞「ビジネス動画」
日経産業 ビジネス動画

あなたの仕事に役立つ先端製品。先進サービスのご紹介です。SVP動画※ならではのわかりやすさを、ぜひ確かめてください。
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※SVP動 画とはスーパービジュアルプレゼンテーション動画の略称です。

htlp://SS口 sttnbonlklkelecojP/svP/1表たは

仕事に役立つ

Panasonlc M
引 二

ρ

子版内｀
経営喝!力、サイト内のビジネス動画カ ットホームの掲載 (2年以上×鴻VP動画の制作の3つから構成されています。本企画は①日経産業新聞
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ツク(非鉄金属のエキスパート、アルコ (KHK標準歯車の生産ラインを動画で紹介)

弓 Л町卿Δ/
な マークはMUSコンソとシアム参加企業です。

小原歯車

NTTロコTヨ
株式会社N百データ

エンジエアリングシステムズ

Syn―

旭シンクロテック
(特許取得!究福のステンレス床ステンレスマルチンンク)

WWB
("日本最強"分醸ソエラーのオーナーになるために。)

バラクーダネットワークスジャパン
(アプライアンスで還隔地バックアップ)
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東芝ソリユーション
(ACENTa財務会計SuperStream‐ NX)

′
~ヽ

ALCONEX
アルコニックス
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く
リ
コ
と

未
だ
。
両

τ
買
収
す

・ド
」
「
販

一
気
に
獲

卿
閥
大
手

‐
プ
傘
下

コ
ー
ド
」
を
買
収
し
た
実
績

を
持

つ
。

両
社
の
ア
フ
リ
カ
で
の
成

功
か
ら
３
つ
の
要
因
が
導
き

出
せ
る
。
１
つ
は
イ
ン
ド
と

ア
フ
リ
カ
の
経
済
環
境
の
類

似
性

を
生

か

し

て
い
る

こ

と
。

イ
ン
ド
と
ア
フ
リ
カ
は

所
得
水
準
が

比

較

的

近

く
、
個
人
商

店
が
中
心
の

傾
向
が
あ
る
か
ら
だ
。

欧
米
企
業
は
対
照
的
で
富

裕
層
狙
い
の
傾
向
が
強
い
。

た
だ
南
ア
フ
リ
カ
を
除
き
ア

フ
リ
カ
は
富
裕
層
が
極
め
て

薄
く
、
そ
れ
だ
け
に
イ
ン
ド

企
業
は
活
躍
の
場
が
広
い
。

２
つ
目
は
文
化

。
社
会
的

背
景
の
活
用
だ
。

イ
ン
ド
は

言
語
か
ら
商
習
慣
ま
で
異
な

る
２８
州
７
直
轄
地
で
構
成
さ

れ
、
イ
ン
ド
国
肉
と
は
い
え

多
様
性
を
肯
定
し
経
営
す
る

経
験
が
無
け
れ
ば
務
ま
ら
な

い
。

イ
ン
ド
企
業
は
本
国
で

蓄
え
た
様
相
の
異
な
る
地
域

を
統
括
す
る
能
力
を
、
ア
フ

リ
カ
で
発
揮
し
て
い
る
。

ア
フ
リ
カ
で
は
管
理
職
ク

ラ
ス
の
人
件
費
は
シ
ン
ガ
ポ

ー
ル
よ
り
も
高
く
、
人
材
採

用
と
教
育
は
非
常

に
難

し

い
。
そ
こ
で
人
事

。
経
理

。

総
務

・
Ｉ
Ｔ
（情
報
技
術
）
な

ど
間
接
業
務
の

一
部
を
イ
ン

ド
拠
点
か
ら
提
供
、
ア
フ
リ

カ
で
効
率
性
の
高
い
リ
ー
ン

な
組
織
を
実
現
し
て
い
る
。

３
番
目
は
イ
ン
ド
と
ア
フ

リ
カ
諸
国
の
外
交
関
係
だ
。

イ
ン
ド
と
ア
フ
リ
カ
の
１８
カ

国
は
緩
や
か
な
国
家
連
合

「
コ
モ
ン
ウ

ェ
ル
ス
」
に
属

し
、
二
重
課
税
防
止
条
約
、

投
資
保
護
協
定
を
締
結
し
て

い
る
国
が
多
い
こ
と
も
イ
ン

ド
企
業
に
有
利
に
働
く
。

駐
イ
ン
ド
日
本
大
使
館
に

よ
る
と
、

１３
年
１０
月
時
点
で

日
本
企
業
の
イ
ン
ド
進
出
数

は
１
０
７
２
社
、
拠
点
数
は

２
５
４
２
拠
点
に
の
ぼ
る
。

日
本
企
業
は
ア
フ
リ
カ
市
場

へ
の
ゲ
ー
ト
ウ

ェ
イ
と
し
て

イ
ン
ド
拠
点
の
活
用
を
検
討

す
る
価
値
は
あ
る
だ
ろ
う
。

一
っ
け
ん

⊂
を
製
造

）
１
０
年

ノ
の
チ

ュ

貝
収
。
翌

列
国
で
事

ツ
ン

。
グ

ア
ィ
ン
グ

笙
取
得
し

ン
プ
ト
の

ｒ
「
ヘ
ア

負
債
引
き
受
け
を

⌒払
総
額
は
３３
億
が

９
月
ま
で
に
手
続

一る
見
通
し
。
Ｃ
Ｆ

一員
数
は
約
７
０
０

２
０
１
３
年
の
売

一７
億
６
８
０
０
万

円
け

ヘ
ル
ス
ケ
ア
、

一系
、
心
疾
患
系
治

一薬
を
中
心
に
、
１

一以
上
の
医
薬
品
を

｝。
事
業
地
域
は
中

一カ
国
が
中
心
。
他

ベ
ト
ナ
ム
、
カ
ナ

）。卜
は
Ｃ
Ｆ
Ｒ
買
収

で
チ
リ
、
コ
ロ
ン
ビ
ア
、
ペ

ル
ー
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
４

カ
国
に
あ
る
研
究
開
発

。
生

産
拠
点
も
取
得
。
こ
の
買
収

で
ヽ

‐５
年

（
１２
月
期
通
期
）

の
売
上
高
に
９
億

，レ
ド
程
度
の

上
乗
せ
効
果
を
見
込
む
。

同
社
は
１３
年
に
、
傘
下
の

製
薬
事
業
を
分
社
化
。
ア
ボ

ッ
ト
本
体
で
は
現
在
、
栄
養
、

診
断
、
医
療
器
具
、
後
発
薬

の
４
事
業
を
手
が
け
る
。
後

発
薬
事
業
の
１３
年
通
期
の
売

上
高
は
４９
億
７
４
０
０
万

，レ
ド

で
、
前
期
比
３
％
減
だ

っ
た
。

先
進
国
の
不
振
に
加
え
、
売

り
上
げ
の
約
半
分
を
稼
ぐ
新

興
市
場
で
も
成
長
が
鈍
化
し

て
お
り
、
て
こ
入
れ
が
急
務

と
な

っ
て
い
た
。

Ｃ
Ｆ
Ｒ
は
製
薬
事
業
の
分

社
化
後
、
後
発
薬
で
初
の
大

型
買
収
。
後
発
薬
は
業
界
内

の
競
争
が
激
し
い
上
、
低

コ

ス
ト
で
の
生
産
が
求
め
ら
れ

る
た
め
、
規
模
拡
大
に
よ
る

メ
リ

ッ
ト
が
大
き
い
。
今
年

に
入
り
、　
一
部
で
は
ア
ボ

ッ

ト
が
後
発
薬
事
業
の
切
り
離

し
を
検
討
し
て
い
る
と
の
報

道
も
出
て
い
た
。

米
業
界
調
査
の
Ｉ
Ｍ
Ｓ

ヘ

ル
ス
は
、
中
南
米
の
医
薬
品

市
場
規
模
が
１４
年
の
約
７
３

０
億

，レ
ド
か
ら
１８
年
に
は
１
２

４
０
億

，レ
ド
に
拡
大
す
る
と
予

想
し
て
い
る
。
ア
ボ

ッ
ト
の

マ
イ
ル
ス

。
ホ
ワ
イ
ト
最
高

経
営
責
任
者
は

「今
回
の
買

収
は
急
成
長
市
場
で
の
事
業

拡
大
を
追
求
す
る
と
い
う
長

期
戦
略
に
沿

っ
た
も
の
だ
」

と
コ
メ
ン
ト
。
今
後
も
新
興

市
場
で
の
買
収
案
件
探
し
を

続
け
る
と
の
コ
メ
ン
ト
も
報

じ
ら
れ
て
お
り
、
切
り
離
し

は
ひ
と
ま
ず
打
ち
消
し
た
格

好
だ
。

措
置
を
講
じ
れ
ば
影
響
は
計
り

知
れ
な
い
。
Ｅ
Ｕ
と
の
関
係
を

重
視
し
、
政
府
が
骨
抜
き
の
改

正
案
を
提
示
す
る
と
の
見
方
も

あ
る
。
　
　
　
　
　
中

ネ
ス
レ
や
高
級
時
計
の
ロ
レ

ッ
ク
ス
は
創
業
者
か
ら
し
て
外

国
人
。
そ
ん
な
グ
ロ
ー
バ
ル
企

業
を
抱
え
る
ス
イ
ス
で
、
世
界

に
誇
る
直
接
民
主
主
義
が
カ
ン

ト
リ
ー
リ

ス
ク
と
な

っ
た

の

は
皮
肉
だ
。

「
ス
イ
ス
政
府
は

落
ち
着
い
て
、
正
し
い
措
置
を

と
る
と
思
う
」

（
ス
ウ
ォ
ッ
チ

グ
ル
ー
プ
の
ニ
ッ
ク

・
ハ
イ
エ

ク
Ｃ
Ｅ
Ｏ
）
。
多
く
の
経
営
者

が
そ
う
期
待
し
て
い
る
だ
ろ

う
。

（ジ

ュ
ネ
ー
プ
＝
原
克
彦
）

勝
ち
組
で
あ
る
ド
イ
ツ
か
ら
移

り
住
む
医
者
や
弁
護
士
も

い

る
。こ

の
案
件
は
賛
成
５０
．
３
％
、

反
対
４９

。
７
％
と
国
を
三
分
し

た
。
国
民
の
雇
用
保
護
よ
り
も
、

人
口
急
増
に
よ
る
公
共
交
通
機

関
の
混
雑
や
、
地
煙
高
騰
の
間

題
が
賛
成
票
を
集
め
た
印
象
を

受
け
る
。
失
業
率
は
欧
州
連
合

（
Ｅ
Ｕ
）
の
ど
の
国
よ
り
も
低

い
か
ら
だ
。

国
民
投
票
で
決
ま

っ
た
の
は

移
民
の
流
入
に
上
限
を
設
け
る

こ
と
だ
け
で
、
具
体
的
な
規
定

を
定
め
る
に
は
憲
法
改
正
を
伴

い
、
改
正
案
の
策
定
は
政
府
に

委
ね
ら
れ
た
。
ス
イ
ス
人
で
な

い
と

い
う
理
由

で
ネ

ス
レ
や

製
薬
大
手

ロ
シ

ュ
な
ど
の
幹
部

ら
が
国
外
に
追
放
さ
れ
る
可
能

性
は
低
い
。
企
業
が
本
当
に
恐

れ

て
い
る

の
は
Ｅ
Ｕ
の
報
復

だ
。Ｅ

Ｕ
非
加
盟
の
ス
イ
ス
は
労

働
者
の
自
由
移
動
を
認
め
る
協

定
を
Ｅ
Ｕ
と
結
ん
で
い
る
。
農

産
物
の
関
税
低
減
や
政
府
調
達

市
場
の
開
放
と
合
わ
せ
て
１
９

９
９
年
に
協
定
の
パ
ッ
ケ
ー
ジ

と
し
て
受
け
入
れ
た
。
Ｅ
Ｕ
は

労
働
者
の
自
由
移
動
だ
け
を
見

直
す

「
お
い
し
い
と
こ
取
り
」

は
許
さ
な
い
姿
勢
だ
。

ス
イ
ス
は
輸
出
が
国
内
総
生

産

（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
の
約
半
分
を
占

め
、
輸
出
の
半
分
以
上
は
Ｅ
Ｕ

向
け
。
Ｅ
Ｕ
が
本
格
的
な
対
抗

ト
ラ
デ
ィ
シ
ョ
ナ
ル
ト
レ
ー

ド
が
主
体
と
い
う
流
通
構
造

が
よ
く
似
て
い
る
。

イ
ン
ド

企
業
は
ボ
リ

ュ
ー
ム
ゾ
ー
ン

に
強
い
地
場
の
同
業
を
買
収

し
、
買
収
し
た
企
業
の
ブ
ラ

ン
ド
を
そ
の
ま
ま
継
続
利
用

す
る
。
メ
デ
ィ
ア
が
発
展
途

上
の
ア
フ
リ
カ
で
は
消
費
者

の
リ
ピ
ー
ト
志
向
が
強
く
、

定
着
し
た
ブ
ラ
ン
ド
を
好
む企業が恐れるEUの報復

買収で販路。人材獲得

ズエラ政府が外貨取引を管理する同国で

は、航空会社が現地通貨で得た航空券代な

どの収入を自由に両替できないためだ。国

際航空運送協会 (IATA)に よれば航空

会社24社が外貨両替問題を抱えており、

両替許可を持つ金額は39億ロレ相当にのぼ

る。 (WWW.jetro.go,jp/biZnews/537eddd4c
44aO)

w―.bushesswire,com/

▼電子商取引の米イーベイ、サイバー攻撃を

受けたため利用者にパスワー ド変更を要

請。現時点で顧客の被害は確認されていな

寺ヽ (WWW.ebayinc.com)

▼ダイフク傘下で空港内搬送システムの管理

運営サービスを手掛ける米エ リー ト・ ライ

ン・サービシズ、ベアリングなど手荷物搬

送用システムの部品を扱う顧客企業向けの

オンラインショップを開設 (WWW.elitelin
eservices,com)             、

▼イムトタル、西シベ リアのシェールオイル採

掘のためロシアのルクオイルと合弁会社設

立で合意 (www.tOtal.com)
▼航空機 リース会社の米エア・ リース 。コー

ポレーション、中古の旅客機 1機をセルビ

アの航空会社エア 。セルビアに受け渡した

と発表 (airleasecorp.com)

▼米フォー ド・ モーター、 トルコで 5億1100

万円レを投 じて建設した車両組み立て工場が

稼働したと発表 (WWW.COrporate.ford,com)

▼米化学繊維大手のインビスタ、オース トリ

アの同業 レンジングと共同で2015年に肌触

りに優れた伸縮性デニムを発売 (WWW.inv
istaocom)

▼調査会社 リサーチ・ アンド・ マーケッツ、

世界のヘルスケア情報システムの2019年 ま

での市場動向を発表 (WWW.researchandm
arkets,com)

▼米テーマパーク「 レゴラン ド・ フロリダ」、

2～ 5歳児と保護者向けの新エ リア「デュ

プロ 。バ レー」をオープン (f10ridaolegola

nd.com)

■ ■マレーシアは以前から日系企

業の進出が盛んです。しかし進

出企業の間では現地社員が少し

でも雇用条件の良い会社がある

と簡単に転職することが大きな

課題となっています。

企業の中核を担 うコア人材の場

合、定着率を高めなければ中長期的
な経営が難 しくなります。サービス

業のA社では全従業員数に相当する

約 500人が平均 1年で入れ替わる状
態が続きました。そこで選抜 したコ

ア人材は意図的に高い等級に再格付

J L

けし個別に待遇への満足を獲得する
ことでつなぎ留めに成功 しました。

強固な事業基盤を築 くための人材に

は多少の融通も必要です。
一方、定型業務に携わることが多

いノンコア人材については「高い離

職率は変えられない」を前提に業務
マニュアルの整備などに注力。マニ

ュアルによる業務の標準化で社員教

育の費用・ 時間を効率化し、社員を

スピーディーに戦力化することで業

務レベルを維持するのです。
マニュアル整備では読解力の差に

よる解釈のバラツキを抑える配慮が

不可欠です。小売業 B社の販売員向

けマニュアルでは文章を極力短 くし

て写真や図を多用。「視覚的に分か

らせる」ことを徹底 したことで社員
のスキルが一定し、離職率が高 くて

も顧客満足度を向上させています。

マレーシアでは2009年を境に27分

野で資本条件を緩和するなどサービ

ス業の自由化が進み、関連企業の進

出も相次いでいます。ただ小売業は

社会的位置付けが他業界より低いの

が実情です。キャリアプランを明示

したり、上位職に登用 したりするな

ど現地社員を大事にして誇りを持た
せる姿勢が社内のモチベーション維

持に必要な点にも留意すべきです。

マレーシア、高い離職率
日本総合研究所 総合研究部門 研究員 太 田 壮 祐 氏

マ レーシアの労働政策 。

雇用環境 に関 して の課題 。問題

(複数回答 )

(注 )出所 は マ レー シア 日本 人 商 工 会

議 所 。日本 貿 易 振 興 機 構「 在 マ

レー シア 日系 企 業 ア ンケ ー ト調
査」 (2012年 度 )

40
マ レーシア人 ワーカ ー (単
純労働 )の採用が難 しい

5

41解雇 時の訴訟 リスクが高 い4

45
技術者・専門職 。中間管理
職などの採用が難 しい

3

53最低賃金 の導入2

58従業員の定着率が低い

害Uf冬

(ο/ο )
回答 内容

順
位

この企画へのお問い合わせは 日本経済新間社クロスメディア営業局 6部 03-6256‐7518(平日9:30～ 17:30)までWeb動画プレゼンテーシヨン SS企画


